
令 和 ４ 年 度 

安城市補正予算に関する説明書

一般会計補正予算（第２号） 

水道事業会計補正予算（第１号） 



　歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

（一般会計）

　　　　(歳　入) (単位：千円)

65 国庫支出金 10,170,021 29,400 10,199,421

70 県支出金 4,902,368 600 4,902,968

85 繰入金 2,045,257 459,300 2,504,557

歳　入　合　計 70,711,000 489,300 71,200,300

１　総括

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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　　　　(歳　出)

10 総務費 7,182,460 29,400 7,211,860

20 衛生費 7,281,968 459,900 7,741,868

歳　出　合　計 70,711,000 489,300 71,200,300

款 補正前の額 補　正　額 計
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(単位：千円)

29,400

600 459,300

30,000 459,300

補　正　額　の　財　源　内　訳

特        定        財        源
一 般 財 源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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２　歳入

 (款) 65 国庫支出金

　　(項) 10 国庫補助金

10 総務費国庫補助金 56,051 29,400 85,451

2,686,465 29,400 2,715,865

 (款) 70 県支出金

　　(項) 10 県補助金

20 衛生費県補助金 64,584 600 65,184

1,763,417 600 1,764,017

 (款) 85 繰入金

　　(項) 10 基金繰入金

80 財政調整基金繰入金 1,000,000 459,300 1,459,300

2,045,257 459,300 2,504,557

計

計

計

目 補 正 前 の 額 補 正 額 計
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(単位：千円)

5 総務管理費補 29,400 電算管理費補助金

助金 　マイナポイント事業費補助金（１０／１０）

 

5 保健衛生費補 600 生活習慣病対策費補助金

助金   がん患者アピアランスケア支援事業費補助金（１

  ／２）

 

5 財政調整基金 459,300 財政調整基金繰入金

繰入金

 

説 明
区     分 金   額

節
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３　歳出

 (款) 10 総務費

　　(項) 5 総務管理費

30 電算管理費 1,235,032 29,400 1,264,432 29,400

5,815,707 29,400 5,845,107 29,400

 (款) 20 衛生費

　　(項) 5 保健衛生費

30 生活習慣病 645,611 1,200 646,811 600 600

対策費

3,421,781 1,200 3,422,981 600 600

　　(項) 10 環境費

25 環境推進費 50,614 12,000 62,614 12,000

3,797,491 12,000 3,809,491 12,000

　　(項) 15 水道事業費

5 水道事業費 62,696 446,700 509,396 446,700

62,696 446,700 509,396 446,700

そ　の　他

計

計

計

国県支出金 地　方　債

計

目 補正前の額 補 正 額 計 特　定　財　源
一般財源

財　　源　　内　　訳
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(単位：千円)

12 委託料 29,400 1 ＩＣＴ推進事業（経営情報課） 29,400

12 委託料 29,400

1443 マイナポイント手続支援業務委託料 29,400

18 負担金、補助 1,200 1 健康診査事業（健康推進課） 1,200

及び交付金 18 負担金、補助及び交付金 1,200

3022 がん患者アピアランスケア用品購入費補助

金 1,200

12 委託料 12,000 1 地球温暖化対策事業（環境都市推進課） 12,000

12 委託料 12,000

3742 脱炭素先行地域計画策定業務委託料 12,000

18 負担金、補助 446,700 1 水道事業（財政課） 446,700

及び交付金 18 負担金、補助及び交付金 446,700

3012 水道基本料金無償化事業負担金 446,700

区 分 金 額
説 明

節
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収　入

款 目 既 決 予 定 額

1 水 道 事 業 収 益 3,349,000

10 営 業 収 益 3,084,812

10 給 水 収 益 2,956,199

20 営 業 外 収 益 264,186

20 補 助 金 1,340

支　出

款 目 既 決 予 定 額

2 水 道 事 業 費 用 3,218,000

10 営 業 費 用 3,156,555

40 業 務 費 125,423

令 和 ４ 年 度 安 城 市 水 道 事 業

項

               収   益   的   収   入 

項
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会 計 補 正 予 算 ( 第 １ 号 ） 実 施 計 画

及   び   支   出

（単位：千円）

計 備　　　　　　考

1,400 3,350,400

△ 445,300 2,639,512

△ 445,300 2,510,899

446,700 710,886

446,700 448,040

計 備　　　　　　考

1,400 3,219,400

1,400 3,157,955

1,400 126,823

補 正 予 定 額

補 正 予 定 額
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 58,565

　　減価償却費 1,019,000

　　固定資産除却費 125,450

　　退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,532

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 25

　　長期前受金戻入額 △ 243,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 3,666

　　支払利息 8,935

　　固定資産売却損益 299

　　未収金の増減額（△は増加） 16,803

　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 4,723

　　未払金の増減額（△は減少） 28,772

　　小　　計 1,009,942

　　利息及び配当金の受取額 3,666

　　利息の支払額 △ 8,935

　業務活動によるキャッシュ・フロー 1,004,673

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 2,102,060

　　有形固定資産の売却による収入 11

　  無形固定資産の取得による支出 △ 24,226

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 28,993

　　工事負担金等による収入 24,006

　　国庫補助金等による収入 71,614

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,001,662

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 200,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 53,202

　　他会計からの出資による収入 116,075

　財務活動によるキャッシュ・フロー 262,873

　資金増加額（又は減少額） △ 734,116

　資金期首残高 4,580,519

　資金期末残高 3,846,403

令和４年度安城市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）
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（単位：千円）

１

（１）

イ 439,398

ロ 756,503

△ 539,009 217,494

ハ 41,519,023

△ 17,311,199 24,207,824

ニ 4,460,082

△ 3,097,954 1,362,128

ホ 39,423

△ 38,525 898

ヘ 202,287

△ 177,697 24,590

ト 367,462

チ 289

0 289

26,620,083

（２）

イ 102

ロ 32,935

33,037

（３）

イ 400,000

ロ 3,681

△ 3,681

400,000

27,053,120

２

（１） 3,846,403

（２） 452,868

△ 1,844 451,024

（３） 46,514

（４） 3,000

4,346,941

31,400,061

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

投資その他の資産

破 産 更 生 債 権 等

現 金 預 金

投 資 有 価 証 券

令和４年度安城市水道事業予定貸借対照表

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

建 物

固  定  資  産

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

未 収 金

貸 倒 引 当 金

 投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流  動  資  産

電 話 加 入 権

その他有形固定資産

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

（令和５年３月３１日）

資     産     の     部

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

ソ フ ト ウ ェ ア

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

工 具 器 具 及 び 備 品
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３

（１）

イ

551,441

551,441

（２）

イ 64,558

64,558

615,999

４

（１）

イ

54,233

54,233

（２） 1,045,220

（３） 80,895

（４）

イ 25,012

25,012

（５） 130,005

1,335,365

５

（１）

イ 372,625

△ 74,450 298,175

ロ 882,505

△ 313,245 569,260

ハ 10,308,988

△ 5,307,360 5,001,628

ニ 570,721

△ 87,873 482,848

6,351,911

8,303,275

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

前 受 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

収 益 化 累 計 額

国 県 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

長 期 前 受 金

建設改良費等の財源に

充てるための企業債

繰  延  収  益

企 業 債

未 払 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流  動  負  債

充てるための企業債

賞 与 引 当 金

建設改良費等の財源に

負     債     の    部

企 業 債

企 業 債 合 計

固  定  負  債

引 当 金
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６

（１） 188,622

（２） 9,270,292

（３） 12,039,181

21,498,095

７

（１）

イ 46,303

46,303

（２）

イ 700,000

ロ 当年度未処分利益剰余金 852,388

1,552,388

1,598,691

23,096,786

31,400,061

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金

資     本     の     部

資  本  金

固 有 資 本 金

出 資 金

剰  余  金

利 益 剰 余 金

組 入 資 本 金

建 設 改 良 積 立 金
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注  記 

 

第１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券    原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

  貯蔵品         先入先出法による原価法 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

  ア 減価償却の方法   定額法 

  イ 主な耐用年数 

  （ア）建 物      １５年～５０年 

   （イ）構築物      １０年～６０年 

  （ウ）機械及び装置    ６年～２０年 

   （エ）車両運搬具     ５年 

  （オ）工具器具及び備品  ５年～１５年 

（２）無形固定資産 

  ア 減価償却の方法   定額法 

  イ 自己利用のソフトウェアについては、利用可能期間（５年）に基づいて

いる。 

４ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給

額に相当する金額のうち、「水道事業に従事する職員の退職手当に係る市長

決裁」に基づき、一般会計が負担する部分を除く額を計上している。 

（２）賞与引当金 

   職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上している。 
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５ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 

 

第２ 引当金の取り崩しに関する注記 

  賞与引当金の目的使用による取り崩しについて 

   当年度において、期末手当及び勤勉手当等を支給するため、賞与引当金２５ 

  ，０１２千円を使用している。 

 

第３ セグメント情報に関する注記 

 報告セグメントが１つのため、記載を省略している。 
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収　入

款 既 決 予 定 額

1水道事業収益 3,349,000

10 営 業 収 益 3,084,812

10 給 水 収 益 2,956,199

10 水 道 料 金 2,956,199

20 営 業 外 収 益 264,186

20 補 助 金 1,340

40 一般会計補助金 1,340

支　出

款 既 決 予 定 額

2水道事業費用 3,218,000

10 営 業 費 用 3,156,555

40 業 務 費 125,423

15 通 信 運 搬 費 9,441

17 委 託 料 52,543

収   益   的   収   入

令 和 ４ 年 度 安 城 市 水 道 事 業 会 計

項 目

項 目 節

節
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補 正 予 算 ( 第 １ 号 ） 実 施 計 画 説 明 書

及　 び 　支 　出

（単位：千円）

計 備　　　　　　考

1,400 3,350,400

△ 445,300 2,639,512

△ 445,300 2,510,899

△ 445,300 2,510,899

446,700 710,886

446,700 448,040

446,700 448,040

計 備　　　　　　考

1,400 3,219,400

1,400 3,157,955

1,400 126,823

205 9,646

1,195 53,738

補 正 予 定 額

補 正 予 定 額
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